
 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道 １０.３９％ 石川県 ９.８９％ 岡山県 １０.２５％ 

青森県 １０.０３％ 福井県 ９.９６％ 広島県 １０.０９％ 

岩手県 ９.９１％ 山梨県 ９.６６％ 山口県 １０.１５％ 

宮城県 １０.１８％ 長野県 ９.６７％ 徳島県 １０.４３％ 

秋田県 １０.２７％ 岐阜県 ９.８２％ 香川県 １０.３４％ 

山形県 ９.９９％ 静岡県 ９.７５％ 愛媛県 １０.２６％ 

福島県 ９.６５％ 愛知県 ９.９３％ 高知県 １０.３０％ 

茨城県 ９.７７％ 三重県 ９.９１％ 福岡県 １０.２１％ 

栃木県 ９.９０％ 滋賀県 ９.８３％ 佐賀県 １１.００％ 

群馬県 ９.７３％ 京都府 ９.９５％ 長崎県 １０.４７％ 

埼玉県 ９.７１％ 大阪府 １０.２２％ 熊本県 １０.４５％ 

千葉県 ９.７６％ 兵庫県 １０.１３％ 大分県 １０.５２％ 

東京都 ９.８１％ 奈良県 ９.９６％ 宮崎県 １０.１４％ 

神奈川県 ９.８５％ 和歌山県 １０.１８％ 鹿児島県 １０.６５％ 

新潟県 ９.５１％ 鳥取県 ９.９４％ 沖縄県 １０.０９％ 

富山県 ９.６１％ 島根県 １０.３５％ ― ― 

中小企業の従業員の方を中心とした健康保険を取り仕切る全国健康保険協会は、基本的に、毎年１回、３月分
（４月納付分〈補⾜〉）から適用される保険料率の見直しを行います。 
 令和４年３月分から適用される保険料率は、次のように決定されました。 

〈補⾜〉企業が納付する健康保険の保険料の納付期限は翌月末⽇であるため、３月分は４月納付分 
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令和４年４月から段階的にスタート 令和３年の育児・介護休業法等の改正❺ 

 

2022 年（令和 4 年）3 月号 

令和３年の通常国会で育児・介護休業法等を改正する法律が成立し、段階的に施行されます。今回は、令和４
年 10 月から施行される「育児休業の１歳以降の延⻑：育休開始⽇の柔軟化」の概要を紹介します。 

１ 一般保険料率〔都道府県単位保険料率〕            は変更あり 

令和４年３月分からの協会けんぽの保険料率が決定 

２ 介護保険料率 

〔全国一律／ 

40 歳以上65 歳未満の方について 
１に加えて負担・納付〕 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和４年３月分からの協会けんぽの保険料率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・育児休業の１歳以降の延長：育休開始日の柔軟化の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

改正前 育児休業の１歳以降の延⻑について、育休開始⽇
は１歳、１歳半の時点に限定されていました。 

改正後 育児休業の１歳以降の延⻑について、令和４
年10 月からは、育休開始⽇が柔軟化されます。 

★令和３年の育児・介護休業法等改正にあたって、就業規則（育児・介護休業規程）の整備が必要となります。
ご質問等があれば、気軽にお声掛けください。 

全国一律 

１.６４％ 

（１.８０％から変更） 

㊟ 健康保険組合が管掌する健康保険
は、組合独自の保険料率となってお
り、介護保険料の負担の仕方も異なる
場合があります。所属する組合の規約
等をご確認ください。 

次ページへ続く 

相談しやすい、分かりやすい 
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◆偉人の名言◆ ◆◆◆抜け出すための一番の方法は、やり抜くこと◆◆◆ 

どんな問題も、いつかは過去になります。思い出して苦い思いを抱えるか、誇りに思えるかは、「逃げた」

か「やり抜いたか」で、変わってくるのかもしれないですね。今月はこの言葉を見てはっとしました。 

アメリカ合衆国の詩人 ロバート・フロストの言葉をご紹介致しました。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R4．２．１６公表 毎月勤労統計調査 令和 3 年７月分 小規模事業所（従業員数１～4 名規模） 

全産業平均 １９９，９０２円（2 年前同月比 ＋１．４％） 

男性 ２６６，３６９円（2 年前同月比 －０．５％） 

女性 １５０，６００円（2 年前同月比 ＋４．３％） 

建設業 ２６１，１６２円（2 年前同月比 ＋０．７％） 

宿泊・飲食業 １１６，５６３円（2 年前同月比 －０．７％） 

シフト制により就業する労働者の適切な雇用管理を行うための留意事項を公表（厚労省） 

「シフト制」で働く労働者の雇用管理を行うにあたり、使用者が現行の労働関係法令等に照らして留意すべき事項を一
覧性をもって示した「いわゆる『シフト制』により就業する労働者の適切な雇用管理を行うための留意事項」が厚生労働
省から公表されました。使用者向けのリーフレットも公表されましたが、これには「シフト制労働契約簡易チェックリス
ト」も掲載されています。そのチェックリストを紹介します。 

★すべての都道府県における都道府県単位保険料率、および全国一律の介護保険料率が変わります。「健康保険・厚
生年金保険の保険料額表」の変更が必要となりますので、給与計算ソフトをお使いの場合には、その設定に注意し
ましょう。給与計算に関することについても、確認したいことなどがあれば、気軽にお声掛けください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・シフト制労働契約簡易チェックリスト・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

★ チ ェ ッ ク を 入 れ
ら れ な い 事 項 が あ
れば、労働基準法等
に 違 反 し て い る 可
能性があります。 
そ の 対 応 に つ い て
は、留意事項に沿っ
て 行 う と よ い で し
ょう。不明な点など
があれば、気軽にお
声掛けください。 

統計調査 

毎月給与 


